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【平成２３年度事業報告】 

 

Ⅰ．学校法人の概要  
 

１．建学の精神 
 

学園創立者 鈴木修学は、中部社会事業短期大学の開学にあたり、次のように述べている。 
 

「中部社会事業短期大学は、その根本精神として、高く清き宗教的信念に根をおろした 

教養が積まれる場所でありたいと願うのであります。社会事業の経営について深い 

問題を研究すべきはもちろんでありますが、社会事業の専門的知識人を作ることより

も、永遠向上の世界観と、大慈大愛に生きる人生観を把握した健全な人格を育て、  

広い世界的視野をもちつつ、社会事業を通じて、わが人類のために自己を捧げること

を惜しまぬ志の人を、現実の社会に送り出したいのであります。今や新しい日本は、

新しい文化的基盤を要求しております。それは、真・善・美・聖の精神文化、特に   

従来不振の状態にある聖――即ち信仰を他にして、奈辺にも見出し難いのであります。 
    この悩める時代の苦難に身をもって当たり、大慈悲心・大友愛心を身に負うて、社会

の革新と進歩のために挺身する志の人を、この大学を中心として輩出させたいので 

あります。それは単なる学究ではなく、また、自己保身栄達のみに汲々たる気風では

なく、人類愛の精神に燃えて立ち上がる学風が、本大学に満ち溢れたいものでありま

す。 
     釈尊のお言葉、『我が如く等しくして異なる無からしめんと欲す』この一偈を、精神

的根源としたいのであります。 
    これぞ、本大学学徒等の、魂の奥底に鳴り響かすべき、真理追求の基調でなければ   

ならないのであります。」 
 

本学園は「我が如く等しくして異なること無からしめんと欲す」を建学の根本精神としている。

創立 10 周年を機に、この建学の精神をふまえ制定した教育標語として「万人の福祉のために、   

真実と慈愛と献身を」を掲げ、福祉社会の発展を支える人材養成に一貫して取り組んできている。 

 

２．沿革 
 

年 月 日 沿   革 

昭和 28年

(1953) 

1月 

4月 

･学校法人法音寺学園設立認可 

･中部社会事業短期大学開学、社会事業科開設 

昭和 29年 

(1954) 

4月 ･社会事業科第 2部(夜間)開設 

昭和 30年 

(1955) 

4月 ･中部社会事業学校開設、専攻科併設 

昭和 32年 

(1957) 

3月 

4月 

12月 

･日本福祉大学設置認可 

･中部社会事業短期大学を日本福祉大学に改組、社会福祉学部第 1部、第 2部開設 

･中部社会事業学校閉校 

昭和 33年 

(1958) 

4月 ･日本福祉大学附属立花高等学校開校 

昭和 36年 

(1961) 

4月 ･女子短期大学部保育科開設 

昭和 38年 

(1963) 

10月 ･創立 10周年記念式典挙行 

昭和 39年 

(1964) 

4月 ･女子短期大学部生活科開設 
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昭和 43年 

(1968) 

9月 ･附属立花高等学校創立 10周年記念式典挙行 

昭和 44年 

(1969) 

4月 ･大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程開設 

昭和 47年 

(1972) 

4月 ･附属立花高等学校を立花高等学校に改称 

昭和 48年 

(1973) 

3月 

6月 

･女子短期大学部生活科廃止 

･創立 20周年記念式典挙行 

昭和 51年 

(1976) 

4月 ･経済学部経済学科開設 

昭和 55年 

(1980) 

4月 ･立花高等学校を日本福祉大学付属高等学校に改称 

昭和 57年 

(1982) 

4月 ･日本福祉大学付属高等学校の美浜移転 

昭和 58年

(1983) 

4月 ･大学・女子短期大学部の美浜移転 

･開学記念式典挙行（創立 30周年記念事業） 

昭和 60年 

(1985) 

1月 ･犀川スキーバス事故 

平成元年 

(1989) 

4月 ･日本福祉大学社会福祉総合研修センター開設 

･中央総合福祉専門学校開校、介護福祉士科、社会福祉士科(夜間・通信)開設 

平成 5年 

(1993) 

11月 ･創立 40周年記念式典挙行 

平成 7年 

(1995) 

4月 ･情報社会科学部情報社会科学科開設(半田キャンパス開校) 

平成 8年 

(1996) 

4月 ･経済学部経営開発学科開設 

･大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻博士課程開設 

･日本福祉大学高浜専門学校開校、介護福祉学科、作業療法学科開設 

･中央総合福祉専門学校を日本福祉大学中央福祉専門学校に改称 

平成 10年 

(1998) 

4月 ･中央福祉専門学校の新校舎移転 

平成 11年 

(1999) 

4月 ･大学院社会福祉学研究科福祉マネジメント専攻修士課程、情報・経営開発研究科

情報・経営開発専攻修士課程開設 

･高浜専門学校社会福祉学科(通信)開設 

平成 12年 

(2000) 

4月 ･社会福祉学部第 1部を社会福祉学部に改組、社会福祉学部保健福祉学科開設 

平成 13年 

(2001) 

4月 ･通信教育部(経済学部経営開発学科)開設 

･大学院情報・経営開発研究科情報・経営開発専攻博士課程開設 

･東京オフィスを開設 

平成 14年 

(2002) 

4月 ･大学院国際社会開発研究科国際社会開発専攻修士課程(通信)開設 

平成 15年 

(2003) 

3月 

4月 

 

 

5月 

10月 

･社会福祉学部第 2部廃止 

･福祉経営学部医療福祉マネジメント学科、国際福祉開発マネジメント学科開設 

･通信教育部(経営経営学部医療福祉マネジメント学科)開設 

･大学院社会福祉学研究科心理臨床専攻修士課程開設(名古屋キャンパス開校) 

･法人名称を学校法人日本福祉大学に変更 

･創立 50周年記念式典挙行 

平成 16年 

(2004) 

4月 ･社会福祉学部心理臨床学科、情報社会科学部人間福祉情報学科、同 生活環境情報

学科開設 

･大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程(通信)、国際社会開発研究科国

際社会開発専攻博士課程(通信)開設 
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平成 19年 

(2007) 

3月 

 

 

4月 

 

 

9月 

･経済学部経営開発学科廃止 

･情報社会科学部情報社会科学科廃止 

･高浜専門学校社会福祉学科(通信)廃止 

･大学院福祉社会開発研究科社会福祉学専攻博士課程、同 福祉経営専攻博士課程、

同 人間環境情報専攻博士課程、同 国際社会開発専攻博士課程(通信)、福祉経営・

人間環境研究科福祉経営専攻修士課程、同 人間環境情報専攻修士課程開設 

･通信教育部(経済学部経営開発学科)廃止 

平成 20年 

(2008) 

4月 ･健康科学部リハビリテーション学科理学療法専攻、同 作業療法専攻、同 介護学

専攻、福祉工学科健康情報専攻、同 バリアフリーデザイン専攻、子ども発達学部

子ども発達学科保育専修、同 初等教育専修、心理臨床学科、国際福祉開発学部国

際福祉開発学科開設 

･北信越地域(松本)、九州・沖縄地域(福岡)、東海地域(名古屋)にブロックセンタ

ーを開設 

平成 21年 

(2009) 

3月 

4月 

･高浜専門学校介護福祉学科廃止 

･大学院医療・福祉マネジメント研究科医療・福祉マネジメント専攻修士課程開設 

･中央福祉専門学校言語聴覚士科開設 

･北信越地域(富山)、東北地域(山形最上)、東海地域(豊橋)にブロックセンターを

開設 

平成 22年 

(2010) 

3月 

 

4月 

･大学院福祉社会開発研究科人間環境情報専攻博士課程廃止 

･高浜専門学校作業療法学科廃止、および日本福祉大学高浜専門学校閉校 

･中国・四国地域(岡山)にブロックセンターを開設 

平成 23年 

(2011) 

3月 

 

･大学院情報・経営開発研究科情報・経営開発専攻博士前期課程廃止 

･大学院福祉経営・人間環境研究科廃止 

 
３．設置する学校・学部・学科 

＜＊印は学生募集を停止＞ 

【日本福祉大学】 
 ○社会福祉学部 
  社会福祉学科     保健福祉学科＊ 

昼間主コース＊      昼間主コース＊ 
夜間主コース＊      夜間主コース＊ 

  心理臨床学科＊ 
 ○経済学部 
  経済学科 
 ○福祉経営学部＊ 

医療・福祉マネジメント学科＊   国際福祉開発マネジメント学科＊ 
昼間主コース＊ 
夜間主コース＊ 

 ○健康科学部 
  リハビリテーション学科   福祉工学科 
    理学療法学専攻      健康情報専攻 
    作業療法学専攻      バリアフリーデザイン専攻 
    介護学専攻 
 ○子ども発達学部 
  子ども発達学科    心理臨床学科 
    保育専修 
    初等教育専修 
 ○国際福祉開発学部 
  国際福祉開発学科 
 ○情報社会科学部＊ 
  人間福祉情報学科＊    生活環境情報学科＊ 
○通信教育部 

福祉経営学部 医療・福祉マネジメント学科 
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＜※印は平成１８年度までは博士前期課程＞ 

【日本福祉大学大学院】 

 ○社会福祉学研究科 

  社会福祉学専攻修士課程   心理臨床専攻修士課程 

社会福祉学専攻修士課程(通信教育)※ 

社会福祉学専攻博士後期課程＊         福祉マネジメント専攻修士課程＊ 

 ○福祉社会開発研究科 

  社会福祉学専攻博士課程   福祉経営専攻博士課程 

  国際社会開発専攻博士課程(通信教育) 

 ○医療・福祉マネジメント研究科 

  医療・福祉マネジメント専攻修士課程 

 ○国際社会開発研究科(通信教育) 

国際社会開発専攻修士課程※ 

国際社会開発専攻博士後期課程＊ 

○情報・経営開発研究科＊ 

情報・経営開発専攻博士後期課程＊ 

 

【日本福祉大学中央福祉専門学校】 

○教育・社会福祉専門課程  介護福祉士科   

社会福祉士科  夜間課程  通信課程  

 ○医療専門課程       言語聴覚士科 

 

【日本福祉大学付属高等学校】 

普通科（全日制） 

 

４．所在地 
 

日本福祉大学美浜キャンパス  愛知県知多郡美浜町大字奥田字会下前３５－６ 

日本福祉大学半田キャンパス  愛知県半田市東生見町２６－２ 

日本福祉大学名古屋キャンパス  愛知県名古屋市中区千代田５－２２－３５ 

日本福祉大学中央福祉専門学校  愛知県名古屋市中区千代田３－２７－１１ 

日本福祉大学付属高等学校  愛知県知多郡美浜町大字奥田字中之谷２－１ 

 

【地域オフィス】 

  山形最上オフィス（東北地域ブロックセンター山形最上）    

山形県最上郡最上町向町６７４ 最上町中央公民館内 

東京オフィス                   

東京都新宿区霞ヶ丘町７－１ 日本青年館５階 

松本オフィス（北信越地域ブロックセンター松本）     

長野県松本市深志１－１－２４ 中村不動産ビル３階 

富山オフィス（北信越地域ブロックセンター富山）   

富山県富山市新富町１丁目２－３ CiC(ｼｯｸ)４階 

豊橋オフィス（東海地域ブロックセンター豊橋）     

愛知県豊橋市広小路３丁目９１ サーラ広小路ビル３階 

名古屋オフィス（東海地域ブロックセンター名古屋）    

愛知県名古屋市中区千代田５－２２－３５ 

岡山オフィス（中国・四国地域ブロックセンター岡山）  

岡山県岡山市北区下石井１－１－３ 日本生命岡山第２ビル４階 

福岡オフィス（九州・沖縄地域ブロックセンター福岡）  

福岡県福岡市中央区天神１丁目１１－１７ 福岡ビル７階 
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５．各学校の入学定員と在籍者数 ＜平成２３年５月１日現在＞ 

 

(1)大学：通学課程                                  単位（人） 

学  部 学  科 
入学 
定員 

学  年 学生数 

合 計 
収容 
定員 

定員比 
１年 ２年 ３年 ４年 

社会福祉学部 

社会福祉学科 540 599    599 540 1.11 

社会福祉学科昼間主コース* 
編入（2年次、3年次） 

- 
(10､25) 

 266 322 287 875 740 1.18 

社会福祉学科夜間主コース* 
編入（3年次） 

- 
(10) 

 107 104 112 323 320 1.01 

保健福祉学科昼間主コース* 
編入（3年次） 

- 
(10) 

 150 170 154 474 470 1.01 

保健福祉学科夜間主コース* -   4 13 17 - - 
心理臨床学科* -   1 19 20 - - 

学 部 合 計   540 599 523 601 585 2308 2070 1.11 

経済学部 経済学科 250 194 123 118 129 564 715 0.79 
学 部 合 計   250 194 123 118 129 564 715 0.79 

福祉経営学部 
医療・福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科昼間主ｺｰｽ* -  123 123 110 356 465 0.77 
医療・福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科夜間主ｺｰｽ* -    7 7 - - 
国際福祉開発マネジメント学科* -   1 1 2 - - 

学 部 合 計   -  123 124 118 365 465 0.78 

情報社会科学部* 
人間福祉情報学科* -  2 2 12 16 - - 
生活環境情報学科* -  1 2 12 15 - - 

学 部 合 計   -  3 4 24 31 - - 

健康科学部 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科理学療法学専攻 40 60 56 38 26 180 160 1.13 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科作業療法学専攻 40 54 43 40 35 172 160 1.08 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科介護学専攻 40 51 36 36 25 148 160 0.93 
福祉工学科健康情報専攻 40 27 16 17 9 69 160 0.43 
福祉工学科ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 80 49 43 40 28 160 320 0.50 

学 部 合 計   240 241 194 171 123 729 960 0.76 

子ども発達学部 
子ども発達学科保育専修 

150 
123 128 103 80 434 

600 1.20 
子ども発達学科初等教育専修 85 64 62 74 285 
心理臨床学科 115 149 137 132 123 541 460 1.18 

学 部 合 計   265 357 329 297 277 1260 1060 1.19 

国際福祉開発学部 国際福祉開発学科 80 52 49 43 43 187 320 0.58 
学 部 合 計   80 52 49 43 43 187 320 0.58 

大学（通学課程）計 1375 1443 1344 1358 1299 5444 5590 0.97 

*印は学生募集停止。 

 

(2)大学院                                     単位（人） 

大学院研究科 専  攻 
入学 
定員 

学  年 学生数 

合 計 
収容 
定員 

定員比 
１年 ２年 ３年 

社会福祉学研究科 

社会福祉学専攻 修士課程 10 3 10   13 20 0.65 
社会福祉学専攻 博士後期課程* -   8 8 - - 
福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 修士課程* -  2  2 - - 
心理臨床専攻 修士課程 10 12 11  23 20 1.15 
社会福祉学専攻 修士課程(通信教育) 25 34 42  76 50 1.52 
社会福祉学専攻 博士前期課程(通信教育)* -  1  1 - - 

研 究 科 合 計   45 49 66 8 123 90 1.37 

福祉社会開発研究科 
社会福祉学専攻 博士課程 4 2 5 8 15 12 1.25 
福祉経営専攻 博士課程 2 4 3 2 9 6 1.50 
国際社会開発専攻 博士課程(通信教育) 4 2 4 7 13 12 1.08 

研 究 科 合 計   10 8 12 17 37 30 1.23 

医療･福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科※ 医療・福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 修士課程 30 22 24  46 60 0.77 
研 究 科 合 計   30 22 24  46 60 0.77 

情報・経営開発研究科* 情報・経営開発専攻 博士後期課程* -   3 3 - - 
研 究 科 合 計   -   3 3 - - 

国際社会開発研究科 
(通信教育) 

国際社会開発専攻 修士課程 25 24 37  61 50 1.22 
国際社会開発専攻 博士前期課程* -  6  6 - - 
国際社会開発専攻 博士後期課程* -   7 7 - - 

研 究 科 合 計   25 24 43 7 74 50 1.48 

大 学 院 計 110 103 145 35 283 230 1.23 

*印は学生募集停止。 
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(3)大学：通信課程 
平成 23年 5月 1日付在籍者数        単位（人） 

学部・学科 入学定員 
学  年 学生数 

合 計 １年 ２年 ３年 ４年 

福祉経営学部 医療・福祉マネジメント学科（正科生） 1000 686 700 1441 4240 7067 
（科目等履修生）  - 120 41 16  177 

（特修生）  - 26 4 2  32 

合 計 1000 832 745 1459 4240 7276 

 
平成 23年 10月 31日付在籍者数                      単位（人） 

学部・学科 入学定員 
学  年 学生数 

合 計 １年 ２年 ３年 ４年 

福祉経営学部 医療・福祉マネジメント学科（正科生） 1000 695 671 1439 4150 6955 
（科目等履修生）  - 255 38 16  309 

（特修生）  - 41 4 2  47 

合 計 1000 991 713 1457 4150 7311 

 

(4)中央福祉専門学校                      単位（人） 

学  科 入学定員 
学  年 学生数 

合 計 １年 ２年 

介護福祉士科 100 68 65 133 
社会福祉士科 夜間課程 80 54  54 
社会福祉士科 通信課程 300 122 159 281 
言語聴覚士科 40 32 36 68 

合 計 520 276 260 536 

 

(5)付属高等学校                           単位（人） 

学  科 入学定員 
学  年 生徒数 

合 計 １年 ２年 ３年 

全日制普通科 300 157 166 153 476 

合 計 300 157 166 153 476 

 
 

６．教職員の概要 ＜平成２３年５月１日現在＞ 
 
(1)職種別人数（専任男女別、平均年齢） 

 単位（人）  単位（歳）  
 

職 種 
専  任 

非常勤 合計 
 

 

専任教職員 
平均年齢 

 

 
 男 女 小計  
 大学教員 149 52 201 369 570  52.5  
 付属高校教員 23 17 40 14 54  41.1  
 中央福祉専門学校教員 4 10 14 79 93  47.4  
 事務局職員 92 31 123 260 383  44.1  

 合  計 268 110 378 722 1100    

 

(2)大学教員構成（学部別・専任格付別人数） 
                                単位（人） 
 

学部等 
専 任 教 員 

合 計 
 教授 准教授 助教 
 学長  1   1 
 社会福祉学部   30 18 6 54 
 経済学部   15 9 1 25 
 健康科学部  23 10 12 45 
 子ども発達学部  25 11 1 37 
 国際福祉開発学部  8 4 0 12 
 福祉経営学部(通信教育)  14 2 11 27 
 大学院   0 0 0 0 

      合 計    116 54 31 201 
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７． 役員等の概要  

 

(1)役員 

 

理事長          渡辺 照男 

  学 長          加藤 幸雄  学校法人日本福祉大学理事 

 

専務理事    黒川 道男 

常務理事       篠田 道夫 

（常任理事）      二木  立  日本福祉大学副学長 

近藤 直子  日本福祉大学副学長 

岡崎 真芳  日本福祉大学総務局長 

丸山  悟  日本福祉大学企画局長 

  理  事       奥村 庄次  東名ブレース株式会社代表取締役社長 

日本福祉大学同窓会会長 

鈴木 正修    宗教法人法音寺副山首 

                              社会福祉法人昭徳会理事長 

寺田 正義    株式会社ゼロポイント代表取締役社長 

              大島 伸一    独立行政法人国立長寿医療研究センター理事長・総長 

監  事   髙島 健二  常勤監事  

前愛知県経営者協会常勤顧問 

鬼頭 大一  非常勤監事 

              前日本福祉大学中央福祉専門学校校長 

 

(2)学園長・名誉総長 

 

学園長        鈴木 宗音  宗教法人法音寺代表役員・同山首 

名誉総長       大沢  勝    愛知県社会福祉協議会会長 

 

(3)顧問   

 
青木 行雄  株式会社日赤振興会顧問    
川口 文夫  社団法人中部経済連合会名誉会長       

          中部電力株式会社相談役 
   柴田 昌治  日本ガイシ株式会社取締役相談役   
   清水 哲太  トヨタホーム株式会社顧問           

前愛知県公立大学法人理事長 
   松尾  稔  財団法人名古屋都市整備公社最高顧問   

公益財団法人科学技術交流財団理事長 
          元名古屋大学総長 
    
 (4)評議員   

 
加藤 幸雄  日本福祉大学学長 

   二木  立  日本福祉大学副学長 
   近藤 直子  日本福祉大学副学長 
   野口 定久  日本福祉大学大学院委員長 
   木戸 利秋  日本福祉大学社会福祉学部長 
   上田 和宏  日本福祉大学経済学部長 
   岡川  暁  日本福祉大学健康科学部長兼情報社会科学部長 
   亀谷 和史  日本福祉大学子ども発達学部長 

長岩 嘉文  日本福祉大学中央福祉専門学校校長 
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   平野 征人  日本福祉大学付属高等学校校長 
   岡崎 真芳  日本福祉大学総務局長 
   丸山  悟  日本福祉大学企画局長 
   齋藤真左樹  日本福祉大学大学事務局長 

林   純  日本福祉大学中央福祉専門学校事務長 
   君田 竜一  日本福祉大学付属高等学校事務長 
   清水  淳  日本福祉大学職員会議議長 
   中村  聡  日本福祉大学教育文化事業部長 
  奥村 庄次  東名ブレース株式会社代表取締役社長 

日本福祉大学同窓会会長 
   柴田 文夫  日本福祉大学同窓会副会長 
   水野 孝安  日本福祉大学同窓会副会長兼専務理事 
   山田 義則  日本福祉大学中央福祉専門学校同窓会会長 
   鈴木 俊文  静岡県立大学短期大学部社会福祉学科講師 

日本福祉大学高浜専門学校同窓会会長 
   丹羽 典彦  日本福祉大学付属高等学校同窓会会長 
   家田 善彦  元社会福祉法人愛知県社会福祉協議会専務理事 
   大野 達男  宗教法人法音寺事務長 
   黒川 道男  学校法人日本福祉大学専務理事 
   後藤 三郎  財団法人ソフトピアジャパンプロジェクトアドバイザー 
   篠田 道夫  学校法人日本福祉大学常任理事 
   竹内 弘之  社団法人中部産業連盟副会長 

中北 春彦  あいち知多農業協同組合代表理事専務 
安田 正雄   前大進化成株式会社代表取締役社長 ※平成２３年５月２８日退任 

   小川 成夫  小川設計事務所代表 
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Ⅱ．事業の概要 
 
１．平成 23 年度事業の概況 
 

昨年度末に起きた東日本大震災後の緊急事態に年度当初から対応しつつ、中期計画の策定、学生

募集対策に重点をおいた学園総体としての教育改革、完成年次を迎えた平成 20(2008)年度開設学

部・学科の第 1 期生の国家試験合格・進路実績の確保等といった諸課題に取り組みました。 
各事業の概況については以下のとおりです。 

 
  ○東日本大震災に対して、迅速に緊急措置を講じました。危機管理委員会のもとに設置された東日

本大震災対策本部を中心に、同窓会との連携等による被災地への支援活動、被災者への修学支援

等に係る制度整備、募金事業等、速やかな対応をとりました。次年度以降の教育・研究に軸足を

おいた復興支援活動の展開に向けて、上記本部の改組による東日本大震災復興支援本部の設置を

提案しました。 
○60 周年（平成 25(2013)年度）を計画期間の中間に据えた「第１期学園・大学中期計画」（対象期

間：平成 23(2011)年度～平成 27(2015)年度）（以降、「中期計画」）を策定しました。東海キャン

パスの開設に向けて、東海市との間で基本合意書を締結しました。私学経営を取り巻く著しい情

勢変化等を踏まえ、中期経営政策の策定は次年度課題としました。 
○教育改革の推進として、全学教育センターを開設し、共通科目教育計画の策定とともに全学 FD

プログラムを着実に実施しました。「福祉大学スタンダードきょうゆうプログラム」（平成

21(2009)年度文部科学省大学教育・学生支援推進事業）の最終年として、取り組みのとりまとめ

を行いました。専門職教育機構を立ち上げ、実習教育の充実・強化を図りました。精神保健福祉

士の新カリキュラムへの移行対応（通学・通信課程）を遅滞なく進めました。 
○就職対策について、全学として目標を超える就職率 96.9%（就職希望者比）を達成し、特に公務

員試験合格者数（57 名）は昨年度を上回る実績となりました。完成年次を迎えた学部の第 1 期

生実績についても、各学部、学科ともに就職希望者の決定率は 95%以上となり、健康科学部の国

家試験合格率では、理学療法士が 96.1%、同じく作業療法士は 100％、子ども発達学部初等教育

専修の教職就職決定率 72.9%といずれも高水準の結果となり、各々順調な滑り出しとなりました。

次年度以降は留年者も含めた国家試験・就職支援対策が課題となりました。 
○学生支援事業では、パーソナル・サービスの充実と強化を図るとともに、学生像調査報告に基づ

く支援の強化策として、発達障害等要個別支援学生に対する個別支援プログラムの開発に着手し

ました。地域との連携強化に向けて、総合型地域スポーツクラブの設置計画を地域に提案しまし

た。 
○学生募集実績（通学課程）は、入学者数定員比 0.89 倍という厳しい結果となりました。 
○通信教育部は、教育の質向上に向けた FD 活動に取り組むとともに、精神保健福祉士の新カリキ

ュラム対応を遅滞なく進めました。学生募集では、目標の 2,500 人を超える（正科生 2,462 名、

科目等履修・特修性 130 名）志願者数を獲得しました。国家試験合格者数実績では、社会福祉士

と精神保健福祉士いずれにおいても全国 1 位のポジションを維持しました。 
○学園広報機能の強化に向けた取り組みとして、各種広報物の充実を図るとともに、ソーシャルメ

ディアへの対応を含む WEB サイトの全面的なリニューアルを行い、学園情報公開を積極的に進

めました。特にパブリシティを重視し、記事掲載総件数は昨年を上回る 554 本にのぼりました。 
○大学院は、急務である学生募集対策に取り組み、その答申を踏まえて中期計画に改革案を盛り込

みました。入学者数はほぼ前年並み（3 名増）の結果となりました。研究・教育の質向上を目指

し、文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」事業の採択を目指す取り組みにも着手

しました。現職者のニーズに応える履修証明プログラム制度（6 名受け入れ）の運用開始ととも
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に、修学支援制度の整備等を行いました。 
○研究においては、「第 2 期研究事業（中期）計画」を策定しました。東日本大震災復興支援予備

的研究として研究プロジェクトを立ち上げ、復興支援に係る研究事業を推進するとともに、権利

擁護研究センターの開設や子ども発達支援研究センター構想の提起、まちづくり研究センターに

よる各自治体との連携など、さらなる社会貢献に向けた取り組みを推進しました。 
○IR の推進においては、教育の内部質保証システムの構築に重点を置き、15 件におよぶ調査・分

析を行いました。情報政策においては、中期計画を踏まえた情報環境整備方針を策定するととも

に、同方針に基づき 22 件のシステム開発を行い、全案件いずれも年度内の稼働を実現しました。 

○学園事業・福祉文化創成事業として、初年度は通信教育部学生を主たる対象として国家試験対策

講座事業を立ち上げました。地域ブロックセンターにおいては、就職支援、学生募集、高大連携

に係る諸事業を展開し、参加した学生、卒業生から高評価を得ました。大学同窓会事業について

は、地域同窓会やブロック単位の取り組みを引き続き支援するとともに、東日本大震災復興支援

等連携して取り組みを行いました。大学後援会事業としては、地域役員体制の充実とともに、日

本福祉大学セミナーの参加者数の前年比 109 人増、10 法人の会員増等、着実に活動成果を上げ

ています。 

○専門学校は各科ともに入学者数が目標に及びませんでしたが、社会人入学者獲得に向けて、介護

福祉士科と社会福祉士科通信課程の併習対応を進めるとともに、「認知症ライフパートナー」（16
人中 9 人合格）および「介護保険事務士」（12 人全員合格）等の新資格対応で一定の実績をみま

した。介護福祉士実務者研修の実施に向けた検討を開始しました。社会福祉士および言語聴覚士

国家試験については、全国平均合格率（社会福祉士 26.3%、言語聴覚士 62.3%）を大きく上回る

実績を収めました（社会福祉士 社会福祉士科夜間課程 80.0%、同通信課程 62.2%、言語聴覚士 
92.6%）。 

○付属高等学校は知多半島地域を重視した生徒募集活動を展開した結果、当年度入学者数が 189 人

となり、前年度を上回る実績となりました。また、大手私大にも合格者を輩出し、部活動では 3
つの部で東海大会に出場するなど、学習、課外活動両面で成果を得ました。今後は目標とする

210 名を超える入学者獲得を目指します。 
○教育研究環境の整備について、中期計画の初年度課題となっている美浜キャンパスの施設・設備

整備に着手しました。 
○東日本大震災の経験を踏まえ、地元自治体の美浜町と共同して防災事業に取り組むとともに防災

協力協定を締結し、美浜キャンパスの 2 次避難所への格上げが決定されました。キャンパス内に

おいても、基本インフラの災害対応化、資源備蓄等の防災力強化を図りました。 

○財政基盤の強化に向けて、「1.0 基本形」の確立を目指す「収支改善計画」を提案、実施し、平成

24(2012)年度予算編成は消費支出比率 100%以内で編成を行いました。補助金収入では、ほぼ予

算額を確保することができました。60 周年記念事業募金の準備に着手し、課題の抽出を図りま

したが、募金目標額や年次的な募集計画の策定等が次年度以降の課題となっています。 
○政策管理によるガバナンス確立を目指すものとして、平成 24(2012)年度からの学園総体としての

法人マネジメントサイクル（PDCA）の定着に向けた評価活動を試行的に行いました。 
 
 

２．学園・大学新長期計画「中期計画」の策定と推進 
 

平成 27(2015)年度に東海市太田川駅前に新キャンパスを開設し、看護学部の新設と経済学部・国

際福祉開発学部の移転を行うことを決定し、東海市との間でこれに係る基本合意書を締結しました。 
平成 23(2011)年度から平成 27(2015)年度にわたる「第１期学園・大学中期計画」（以降、「中期計

画」）を策定しました。中期計画は当初平成 21(2009)年度から学園創立 60 周年の平成 25(2013)年度

までを対象期間としてきましたが、東海キャンパスの新設と看護学部開設の場所・年度の変更を決
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定した平成 23(2011)年度を初年度とし、同キャンパス開設予定の平成 27(2015)年度を終期とする 5
ヶ年にこれを変更しました。平成 21(2009)年度・平成 22(2010)年度については、中期計画策定に向

けた検討・準備・調整期間としました。 
 

(1) 看護学部設置検討準備 
○新設の東海キャンパスに看護学部を平成 27(2015)年度に開設することを決定しました。 
○同学部の設置準備体制発足までに必要な諸課題に対応するため、看護学部設置準備検討委員会を 
設置しました。 

(2) 新｢社会福祉学部｣、新｢経済学部｣改革進捗管理 
○社会福祉学部、経済学部が合同で実施する地域研究プロジェクトについて、平成 24(2012)年度開

講に向けて必要な準備を行いました。 
○経済学部については、平成 27(2015)年度東海キャンパス開設時に、同キャンパスへ 4 学年同時移

転することを決定するとともに、これに向けた改革課題の検討組織を設置しました。 
(3) 平成 20(2008)年度開設学部(子ども発達学部･国際福祉開発学部･健康科学部)の完成年次対策の実 
  施 

○子ども発達学部において、教職、保育士などの資格取得およびこれに対応した就職について実績 
を上げることができました。 

○健康科学部リハビリテーション学科については、理学療法士・作業療法士の国家試験合格につい 
て高い実績を上げることができました。 

(4) 平成 20(2008)年度開設学部(子ども発達学部・国際福祉開発学部・健康科学部)改革検討 
○子ども発達学部の定員増、健康科学部福祉工学科の定員減を含め、平成 25(2013)年度からの両学

部の改革を決定しました。これについて、文部科学省に収容定員変更に係る学則変更の届出準備

を完了させました。 
○国際福祉開発学部については、平成 25(2013)年度以降の改革の方向性をまとめました。また、平

成 27(2015)年度東海キャンパス開設時に同キャンパスへ 4 学年同時移転することを決定すると

ともに、これに向けた改革課題の検討組織を設置しました。 
(5) 大学院改革検討 

○急務である学生募集対策に取り組み、当該対策委員会での答申を踏まえて中期計画に改革案を盛

り込みました。研究・教育の質向上を目指し、文部科学省「博士課程教育リーディングプログラ

ム」事業の採択を目指す取り組みにも着手しました。入学者数はほぼ前年並み（2 名増）の結果

となりましたが、次年度以降の募集対策も視野に入れ、現職者のニーズに応える履修証明プログ

ラム制度（6 名受け入れ）の運用開始とともに、修学支援制度の整備等を行いました。 
(6) 通信教育部改革検討 

○現職の社会人学生に恒常的な学びの機会を提供するため、福祉経営学部（通信教育）の 3 年次編

入学定員の新設を決定しました。これについて、文部科学省に収容定員変更に係る学則変更の届

出準備を完了させました。 
○介護福祉士実務者研修事業について事務局内の検討組織を立ち上げ、通信教育部の教育資源の活 
用も含めた検討を進めています。 

 
 
３．大学教学の重点課題 
 
1) 全体状況 

 (1)「ふくしの総合大学」に向けての取り組み強化 
○通学課程においては、今年初めてとなる理学療法士国家試験合格率 96.1％（全国平均 82.4％）、

作業療法士国家試験合格率 100％（全国平均 79.7％）と、成果をあげることができました。しか

しながら、社会福祉士については対策の充実を図ったものの、40％（全国平均 26.3％）という厳

しい結果となりました。一方、通信課程での社会福祉士の現役合格率は 58.8％と 2 年連続全国通

信課程第 1 位、合格者数においても 4 年連続全国大学第 1 位の実績を残すことができました。 
○学業不振学生の早期発見に向けた調査項目の検討、発達障害等要支援学生に対する個別支援プロ

グラムの開発に着手しました。 
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○社会福祉学部では、愛知県立一宮北高校、愛知県立海翔高校、名古屋市立西陵高校、経済学部で

は長野県高遠高校、国際福祉開発学部では愛知県立御津高校とそれぞれ教育連携協定を締結しま

した。  
○社会貢献型の新たなタイプの研究センターとして「権利擁護研究センター」を開設しました。ま

た、子ども領域における研究の推進については、中期計画において構想をまとめるとともに、東

日本大震災復興支援に関わっても予備的研究プロジェクトを立ち上げ推進しました。 
(2)「エコキャンパス」の打ち出しによる地域との連携強化と地域をフィールドとした教育の推進 
○米づくりや商品開発に取り組んだ「農業プロジェクト」、観光活性化事業立案に取り組んだ「美

浜観光プロジェクト」など、美浜町、知多半島を中心としたフィールド教育のプログラムが実施

され、それらの実績をふまえて、平成 24(2012)年度から開講される社会福祉学部・経済学部共通

科目「地域研究プロジェクト」の開講内容が決定されました。また、社会福祉学部では、知多半

島の NPO 法人の協力のもとサービスラーニングの取り組みを引き続き実施しました。 
○地元美浜町においては包括協定に基づき、地域振興やスポーツ振興、文化・福祉・学校教育・生

涯学習の向上、安心安全なまちづくりに関する各領域で、さまざまな活動が展開されました。 
○学長講義をはじめとして正課授業の地域公開を制度としてスタートさせ、延べ 472 名が受講しま

した。 
○東日本大震災の支援に関わって、災害ボランティアセンターを立ち上げ、現地でボランティア活

動に取り組むとともに、この地域においても学生がさまざまな支援活動に取り組みました。 
(3)「生涯学習型ネットワークキャンパス」の展開 
○通信教育部においては、全国 21 都道府県 23 都市でのスクーリングの充実を図り、社会福祉士・

精神保健福祉士国家試験合格者数全国 1位の実績と約 5割の卒業率の維持を果たすことができま

した。また、大学院においてはリカレント教育の学びの形態の 1 つとして「履修証明プログラム」

をスタートさせました。各ブロックセンターにおいても、国家試験対策講座事業をはじめとして

人材養成事業に取り組みました。 
 
2) 教育改革の推進 

(1) 全学共通教育の着実な進展 

○全学教育センターに共通教育部門を立ち上げ、次年度の共通科目教育計画の策定を行いました。 

○学部を超えた基礎教育運営を行うことができました。 

(2) 教育開発部門における学習支援・教育支援の推進 

○全学 FD プログラムを実施するとともに、本年度が終期の「福祉大学スタンダードきょうゆうプ

ログラム」GP の取り組みを着実に進め、そのとりまとめを行いました。 

○本年度からランチタイム FD を開催し、全学 FD の参加教員の層を拡大しました。これまでの取

り組みにより教育改善に向けた意識向上につながりました。 

(3) 高大接続教育の着実な推進 

○既定の提携プログラムを着実に進め、高大接続教育プログラムを経た初めての入学者を平成

24(2012)年度に受け入れます。また、AO 入学試験等合格者への入学前学習を高大接続教育の一

環として捉え、それを実効のあるものとするための議論を開始しました。 

○入学者の単位認定システム作りなど、高大接続教育プログラム 3 カ年の完成年度として、これま

での取り組みを着実に前進させることができました。 

 
3) 専門キャリア教育の推進 

(1) 平成 23(2011)年度新設の専門職教育機構の整備 
○社会福祉実習教育研究センター、教職課程センター、保育課程センターとキャリア開発課を融合

した機構としての共通課題の整理、取り組みについて検討を重ねた結果、「実習先確保」「大学と

実習先の連携のあり方」「実習－資格取得－進路・就職、さらには卒後教育の継続的支援」とい

った課題が整理できてきました。 
(2) 実習教育充実のための取り組み強化 

○「実習指導者講習会」の開催、実習施設の訪問開拓を実施し、平成 24(2012)年度の実習配属に必

要な指定実習施設の確保を行うとともに「実習指導者説明会」を開催し、本学の実習教育プログ

ラムの浸透を図りました。192 名の「実習（巡回）指導講師」の委嘱を行い、巡回指導体制の整

備を図りました。 
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(3) 精神保健福祉士新カリキュラムへの移行対応 
○平成 24(2012)年度からの新カリキュラムの施行に向け、学部との連携のもとに養成課程（学部）

ごとの養成人数、科目等の確定とそれに基づく学則改定、実習費の改定を行いました。また、全

国型実習を継続させるため 47 都道府県すべてにおいて最低 1 施設の指定施設を確保し、2 月に

申請を完了しました。 
(4) 社会福祉士国家試験合格率向上事業の推進 

○新卒者の合格者数は、通学課程（183 名）、通信課程（493 名）ともにトップの座を維持したもの

の、新卒者の合格率は、通学課程 40.0％（昨対比 △11.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）となりました。通信課程は、

58.8%（昨対比＋2.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）で、目標の 60%には及ばずも過去最高の結果となりました。 
 
4) 就職状況の改善 

(1) 就職率、対就職希望学生比 90％を目指す事業の推進 
○夏季集中面談の取り組み（4 年生 270 名対象）、4 年生向け相談会の継続実施、学外組織との連携

など新たな取り組みを行い、就職率（対就職希望学生比）96.9％となり、目標値 90％以上を達成

しました。 
○この取り組みと内定率指標との相関に基づき、学生の就職満足度向上を目指し、春季個別面談（2
～3 月 3 年生 400 名対象）を実施し、成績中上位者の就職意識の向上、効率的活動のアドバイ

スに努めました。 
○企業・法人 100 社に対して、本学人材の特長の訴求、今後の連携の趣旨説明を行いました。 

(2) 完成年次を迎える学部の就職支援強化 
○公務員分野については、CDP プログラムの時間数を倍程度に増やした新たなプログラムを作成

しました。また相談窓口の設置準備を行いました。 
○この他、重点的に業界研究会を 4 分野置き、2，3 年生向けガイダンスにおいて告知を行いまし

た。 
(3) 低学年からの「就業力支援」事業の推進 

○就業力支援プログラムにより、学生の基礎学力の測定に資するプレイスメントテストを完成し、

提供しました。企業就職における SPI 対策はもとより、公務員分野の基礎能力向上に資するもの

となりました。 
○過去 3 年間の就職成果を分析しつつ、2 年次からの早期支援に大きくシフトする年間スケジュー

ルを確定しました。 
 
5) 学生支援の強化 

(1) 学生支援パーソナル・サービスの充実と強化 
○障害学生支援センターと学生相談保健センターの連携が強化され、個別学生支援計画を作成し支

援を実施しました。 
○学習サポートスペースを開設し、美浜キャンパス、半田キャンパスにおいて支援プログラムを実

施しました。99 回実施し、個別支援を中心に効果がみられました。 
(2) 学生像調査報告に基づく支援策の中期的展望と当面の計画策定 

○取得単位過少者層に含まれる発達障害等要個別支援学生に対する個別支援プログラムの開発に

着手しました。 
(3) 総合型地域スポーツクラブの開設準備 

○総合型地域スポーツクラブと連携する学生支援、課外活動支援、地域と連携した教育実践活動を

推進しました。 
○プレイベントを実施しました（シェイプアップ水中運動教室、ヨガ教室、よさこい教室、ラクロ

ス教室、他）。よさこい教室は夢人党、ラクロス教室は女子ラクロス部が担当しました。 
 

6) 通信教育部ブランド力の強化 
(1) 安定的な学生募集事業の推進 

○通信教育部開設 10 周年を記念したコンテンツを「記念誌」として WEB 上で公開し、開設 10 周 
年をキーワードとしたパワーブランド戦略(3 年目)を展開しました。結果として、平成 24(2012)
年度の志願者数は 2,592 名（正科生 2,462 名、科目等履修・特修性 130 名、昨年度対比 96.6％）

となり、過去 3 番目となる学生募集実績(平成 24(2012)年 4 月 25 日現在)を上げることができま
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した。 
(2) 社会福祉士、精神保健福祉士国家試験対策における実績水準の維持 

○国家試験対策講座を通信教育と対面講義（全国主要都市にて開催）で展開し、社会福祉士合格者

数実績（新卒 494 名、既卒 182 名、計 676 名）において 4 年連続全国大学 1 位、同じく合格率

で（新卒 58.8%、既卒 29.4％、全体 46.4%）と高い水準を維持することができました。精神保健

福祉士合格者数（新卒 82 名、既卒 19 名、計 101 名）についても 2 年連続全国大学 1 位、同じ

く合格率（新卒 78.1%、既卒 42.2％、全体 67.3％） 
も高水準を維持しました。両資格とも通信教育部開設以降で最高の結果となりました。 

(3) 精神保健福祉士新カリキュラム改訂への対応 
○学費改定および新カリキュラム対応、全都道府県における実習施設の確保等、諸準備を遺漏なく 
行い、11 月末に厚労省に申請書類を提出しました。 

(4) 教育の質保証と向上を目指す改革の推進 
○FD 委員会を設置し、スクーリングの質向上とカリキュラム体系の見直しを最重点課題として、 
諸改革に取り組みました。同委員会による答申として、学部教授会にスクーリングの問題点と改

善のためのガイドライン、新カリキュラム体系を提案しました。次年度以降はさらなる教育力強

化に向けたスクーリングの質向上、新規科目体系の開発等に取り組みます。 
 
7) 大学院教育の充実 

(1) 学生募集対策 
○当年度の入学実績は、修士課程 89 名（定員 100 名、対昨年度 3 名増）、博士課程 7 名（定員 10
名、対昨年度 1 名減）という結果でした。 

○定員を充足している専攻では、社会福祉学専攻（通信教育）は入学定員比 132%（志願倍率 1.54
倍）、心理臨床専攻は同 100%（同 2.92 倍）といずれも安定的に入学者を確保しました。 

○平成 27(2015)年度までの大学院改革の戦略を、｢大学院改革の基本フレーム」にまとめ、中期計

画に盛り込みました。同方針に沿った改革事業（国際的に卓越した研究拠点の形成、医療・福祉

系専門職業人材の養成、産・学・官協働による社会貢献活動の推進）を次年度以降から推進しま

す。 
(2) 医療・福祉分野における社会人リカレント事業の新展開 

○履修証明プログラム制度の運用を開始し 6 名の履修生を受け入れました。現職社会人のスキル習

得やキャリアアップニーズに対し、短期間で履修可能な大学院レベルのプログラムによる対応が

可能となり、大学院における新たな学習モデルを構築しました。 
 

8) 研究の推進 
「第 2 期研究事業（中期）計画」を策定し、①研究の継続的な発展、②国際的な研究ネットワーク 

の形成の支援、③社会貢献型「研究センター」の構想、④教育研究への着手と展開－教育研究プロジ 
ェクト」の育成、⑤研究センター等の継続的・安定的な運営強化、⑥研究倫理の確立と不正使用の防 
止に関する体制整備の 6 つの柱を設定しました。 
(1) 社会的課題に応える領域での重点研究プロジェクトの展開 

○社会貢献型の研究センターとして、権利擁護研究センターを開設しました。開設記念シンポジウ

ムには約 150 名が参加、非常に高い評価を得ました。 
○「第 2 期研究事業（中期）計画」において、「子ども発達支援室」機能を高める「子ども発達支 
援研究センター（仮）」構想を掲げました。東日本大震災復興支援予備的研究プロジェクトを推

進し「東日本大震災復興支援研究シンポジウム」を開催しました。 
(2) 地元自治体に貢献する取り組みの具体化と推進（まちづくり・地域の諸課題と研究の連携） 

○高浜市まちづくり研究センターにおいて、交流会形式の研究サロンを全７回開催、参加延べ人数 
は 400 名を超えました。幅広い層の参加者から評価を得ました。 

○まちづくり研究センターにおける美浜町総合計画策定業務は、教職員、学生がまちづくりワーク 
ショップに参加し、議論を行いました。 

(3) 多様な媒体を活かした研究活動・成果の効果的発信の具体化（WEB、印刷物、成果公開企画、研
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究者交流会、出版等） 
○出版助成制度の充実に取り組み、制度改定を行った結果、応募者の増加につながっただけでなく、 
学位取得等の研究成果の出版を支援することとしました。 

(4) 研究人材の交流、若手研究者育成支援の条件整備に係る検討 
○合評会で、若手研究者を中心とした報告に取り組みました。 
○今年度、有期契約職員の育児介護休業規程が制度化され、研究員 2 名が産休・育休制度を活用す

ることができました。 
 
 
４．経営基盤の強化 
 
1) 学生募集の回復 

(1) 入学定員の確保と定員割れ学部の学生確保 
○入学定員比は 0.89 となりました。定員管理の徹底や志願者の減少が影響したものです。 
○経済援助学費減免奨学生制度の継続、持参割の新設により、受験生との接触機会を増やすことで、

大学・学部に関する理解が深まりました。 
(2) 学力系・推薦系志願者の確保取り組み 

○新たに設定した入学試験については、積極的な周知を行いました。センター試験利用入学試験【全

学部出願型】については、対前年 109％の出願となりました。 
(3) ガイダンス等説明会参加者 20％増加の取り組み 

○参加者は対前年 111％となり、地域オフィスの協力による説明会の展開が寄与しました。 
○合格者のための相談会の開催数を増加させ、「理解して入学する」点では、高校や父母・受験生

から評価を得ました。 
(4) 高校教員との連携強化のための事業改善 

○知多地域の進路指導関係教員との懇談を行い、同地域の大学と高校の連携方法について議論でき

ました。 
(5) 60 周年事業と連動した広報展開 

○学園広報と連携し、学園創立 60 周年事業を意識した広報物の作成等を行いました。 
 
2) 支援組織の強化 

(1) 大学同窓会のミッション・ビジョンを反映した共同の取り組み実施 
○ミッション・ビジョン 48 件（地域ブロック 8 件、地域同窓会 39 件、学部同窓会 1 件）、事業計

画 29 件を集約し、計画的な活動を推進しました。 
○地域同窓会事業回数は 73 件で（昨年度比 15%増）、公開講座、論集発行、同窓会員のニーズ調査 
など多様な事業を展開しました。 

○茨城県同窓会の開催（平成 24(2012)月 7 月）をもって、全地域同窓会の活動が実現しました。 
○東日本大震災支援事業委員会を設置しました。安否確認を速やかに行い、被災同窓生と大学に見

舞金や寄付金を届けました（100 件）。 
(2) 大学後援会の地域組織確立および法人会員事業の充実支援 

○日本福祉大学セミナー（文化講演会・父母懇談会等）を、全国 18 会場で開催し、参加者数は前

年比 109 名増の 1,904 名でした。 
○保護者への情報提供の推進を目的に、大学近況報告のオンデマンド配信をスタートしました。 
○既存助成制度に加えて弾力的な特別支援事業を開始し、大学の教育活動を支援しました。 
○名古屋ボストン美術館学校法人賛助会に入会したことによって、学園に在籍している全ての学

生・生徒が学生証・生徒証の提示により、無料で入館することができるようになりました。 
(3) 大学同窓会、大学後援会（法人会員事業を含む）と連動した実習・就職支援の推進 

○同窓会と連携し、低学年からの多様な在学生交流・支援事業（就職相談、実習・学習支援、施設

見学事業等）に注力しました。全国のキャリア・アドバイザーは 45 名を超えました。 
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3) 学園事業・福祉文化創成事業の推進 
(1) ｢ふくし｣人材養成事業の再構築 

○今年度から国家試験対策講座事業を「NFU ライセンススクール」として学園内外で展開しまし

た。受講した本学通信生の合格率は、社会福祉士 62％、精神保健福祉士 83％でした。受講した

一般受講生（本学以外）の合格率は、社会福祉士 57％、精神保健福祉士 100％でした。 
(2) 地域ブロックセンターでの実習・就職支援等の取り組み強化と事業総括 

○年間を通じ、関係部局と情報・課題を共有し、それぞれの地域特性を重視しながら運営を図りま

した。長野県高遠高校と高大連携を推進し、フィールドワークの拡充につながりました。 
○U ターン就職支援として 9 月に四国ブロック同窓会と企画した現地見学バスツアーを、12 月に

北信越・北陸ブロック、九州・沖縄ブロック同窓会と連携した相談会を実施しました。 
○地域ブロックセンターに係る地域の入学者数（平成 24(2012)年 3 月末現在）は、東北ブロック 9
名（昨年度 7 名）、長野県 123 名（昨年度 117 名）、北陸・新潟 73 名（昨年度 140 名）、中国ブ

ロック 33 名（昨年度 35 名）、四国ブロック 13 名（昨年度 11 名）、九州・沖縄ブロック 46 名（昨

年度 37 名）でした。 
○国家試験対策講座等の人材養成事業は、地域ブロックセンターを拠点に全国で展開しました。 

(3) 知多地域における総合的な連携方策の検討と実施（自治体、団体・施設、法人、高等学校等） 
○学内と地域との関係（連携実績）について確認を行い、リエゾン機能の在り方について検討しま

した。 
(4) 高浜事業の再構築と新規事業展開 

○高浜市まちづくり研究センターと連携して、“社会貢献事業”の実証事業「ざっくばらんなカフ

ェ（コミュニティカフェ）」を新規に取り組み、定期開催しました。 
(5) 創立 60 周年に向けた福祉文化創成事業の再構築と展開 

○三法人（法音寺・昭徳会・日本福祉大学）が連携した出版物は、本学設立の経緯を紹介したもの

であり、今後、「はじめてのふくし」と並んで、福祉文化の啓発につながる資源となりました。 
 
4) 地域連携・国際交流の推進 

(1) 国内および国外との連携事業を担う推進体制改善のための検討・整備 
○国内外の連携事業に係る現状のまとめについて作業に着手し、次年度への引き継ぎ課題となりま

した。 
○地域交流センター（仮称）にかかわり「地域（社会）連携型教育・研究拠点の整備について」と 
して提起し、新たなセンターの平成 25(2013)年度開設を視野に入れた検討委員会の立ち上げを確

認しました。 
○地域をフィールドとした正課教育（サービスラーニング、地域研究プロジェクト）に係る平成

24(2012)年度の支援拠点を整備しました。 
(2) 総合計画策定事業を柱とした美浜町との連携強化のための事業の実施 

○美浜町第 5 次総合計画策定事業について、住民意識調査、タウンミーティング等に教職員・学生 
を含めた体制での取り組みを行い、1 年目の事業を完了しました。 

○美浜町と定期的に打合せを行い、双方で取り組まれている各領域の連携事業をとりまとめました。

防災・減災について協議を重ね、防災協力協定を締結しました。また、包括協定と防災事業に係

る協議会を開催しました。 
(3) 国際研究交流の推進および大学院の国際化についての具体的検討 

○大学全体の国際交流の方針に係る検討については、具体的検討は平成 24(2012)年度に行うことと

して検討委員会の立ち上げを確認しました。 
○各重点研究センターにおいて、海外との研究交流が計画どおり行われました。南京大学（中国）

へ客員教員として本学から 3 名（教員 2 名、研究員 1 名）が招聘され集中講義を行いました。延

世大学（韓国）とは共催の定期シンポジウムについて調整・企画し、第 6 回日韓定期シンポジウ

ムを開催しました。国際福祉開発学部では海外連携協定校の拡充に向けた計画を立てて折衝を開

始し、本年度は新たに 1 校と提携しました（セイクレッドハートカレッジ：インド）。 
○大学院において、外国人留学生特別学費減免制度について具体化し平成 24(2012)年度募集に向け

て運用を開始しました。 
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5) 学園広報の強化 
(1) 大学 WEB サイトのリニューアル 

○WEB サイトのリニューアルが完了しました。 
○PR サイトを新設しました。 
○60 周年記念サイトの公開準備が完了しました。 

(2) 学生・教職員のコミュニケーションの活性化（内部広報） 
○学園報の内容の充実を図り、学園方針および学園構成員の活躍等について、広く取り上げました。 
○特に、学園・大学が主催・協賛するイベントの取材を強化し、ホームページ・学園報等を通じ、

情報の提供を行いました。 
(3) ブランド戦略に基づく情報発信（外部広報） 

○学園内の動向を適宜プレスリリースしたものが多数掲載され、効果的な広報活動となりました。 
○テレビでの報道・ロケ回数が増加し、全国への発信を行うことができました。 

 
6) IR・情報政策 
＜IR＞ 
 (1) 教育の内部質保証システムの構築に重点を置いた調査・分析の実施 

○平成 23(2011)年度中、諸改革課題に関わり、15 件の調査・分析を行いました。内訳は、入試形

態別の GPA、留年・退学状況等、教育改革上の諸課題の現状把握および改善に資する調査・分

析 8 件、経済学部・国際福祉開発学部の志願者・入学者の傾向分析等の学生募集関連 5 件、中期

計画に係るマーケット調査 1 件、付属高校関連 1 件であります。各調査・分析の結果を関係機関

等に報告し、特に教育改革に係るものは、諸提案において反映がなされました。 
(2) GP（｢教育の質保証に資する福祉大学型 IR 機能の確立｣）の推進 

○学生の在学中の成績変化に関する調査・分析により、初年次教育およびゼミ所属充実の有効性を

示すデータを提示し、関係機関における提案等に反映されました。 
○学業不振学生の早期発見に向けた調査項目を検討・作成し、毎年度実施する学生アンケートにお

ける新たな調査項目として追加されました。 
(3) データウェアハウスの開発着手 

○将来に向けた拡張性に考慮した汎用的な DB テーブル設計に着手しました。一部の管理データを

試行登録し、次年度のシステム稼働に目処をつけました。 
(4) ｢自己点検・報告書｣｢IR レポート｣の発行 

○大学認証評価を視野に入れた年次ごとの自己点検・評価対応のあり方について、今後の進め方を

確認しつつ、平成 22(2010)年度および平成 23(2011)年度の自己点検評価・報告書（データ編）

を作成しました。併せて、データ編から経年の主要な統計データを抜粋し、可視化した FACT 
BOOK を発行しました。次年度以降は FACT BOOK にある各データを基礎指標として活用しつ

つ、諸政策の検討を進めることが可能となります。 
 
＜情報政策＞ 
 (1) 情報環境整備方針の策定 

○中期計画を踏まえた情報環境整備方針（ハードウェア更新ロードマップ）を策定しました。当該

方針に基づき 22 件のシステム開発を行い、全案件について平成 23(2011)年度中の稼働を実現し

ました。 
(2) nfu.jp システムのニーズ対応強化 

○nfu.jp システムのハードウェア更新を完了させ、システム稼働の安定化およびパフォーマンス改

善を図りました。新たな利用者範囲の拡大に向けたニーズリサーチを行い、費用対効果も考慮し

た上で学部入学予定者（通学課程）を当面の拡大対象とする方針提起を行いました。 
(3) 情報化投資額の年次的･段階的抑制 

○中期的な情報化投資額の抑制方針を確認し、経年のコスト推移予測を適宜、諸機関に報告する手

順を整えました。nfu.jp システムのハードウェア更新における費用削減を追求し、平成 24(2012)
年度の経常予算において、対前年度比 5,500 万円の費用削減を実現しました。 

○経常費補助金は制度改定に対応した申請を行い、ICT 取り組みに関する全項目に採択されました。

しかし、改定による特別補助の大幅削減に伴い、ICT に関する補助金額は大幅な減額となりまし

た。 
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7) 財政基盤の強化 
(1) 新たな財政政策の推進 

○平成 23(2011)年度第 1 回理事会において報告された「学園・大学新長期計画」中期計画基本フレ

ームから平成 22(2010)年度決算、平成 23(2011)年度予算を反映し「1.0 基本形」の確立に向けて

「収支改善計画」を提案、実施しました。さらに「中期計画」対象期間の変更、環境整備基本計

画を踏まえ、財政試算を作成し新たな財政指標・財政計画を提案し平成 23(2011)年度補正予算、

平成 24(2012)年度予算に反映しました。 
(2) 収支改善計画の策定 

○「平成 23(2011)年度収支改善計画とその取り組み」「1.0 基本形の実現に向けて」「予算編成方針」 
等の提案により収支改善に向けた各事業の目標値を提案し、予算編成に反映させました。 

(3) 補助金収入の確保 
○制度変更に対応した各申請を、補助金プロジェクトを中心に実施することができました。補助事

業説明や通信事業、研究事業への申請の働きかけを行った結果、大学経常費補助金においてほぼ

予算額を確保することができました。次年度以降の継続的安定的な補助金獲得のための課題整理

を行いました。 
(4) 創立 60 周年記念事業募金の準備 

○60 周年記念事業企画検討会議において「60 周年募金事業」実施に向けた課題等を抽出しました。 
(5) 財政状況の理解促進 

○第 1 回理事会における決算決定後、平成 22(2010)年度決算と平成 23(2011)年度入学者確定後の

予算見通しに基づく現在の学園財政状況の説明を、当日の第 1 回評議員会、職員会議等において

行いました。大学・高校組合とも財政懇談会を行いました。学園報においては用語集やグラフ等

を用いるなどして、財務状況の理解促進に努めました。 
 
8) 教育研究施設の整備 

(1) 中期計画環境整備事業の推進 
○「中期計画における環境整備基本計画」を決定し、主に既設キャンパスの整備計画に対する意見・

要望を集約し、「キャンパス環境整備推進委員会」も設置して検討を進めています。新キャンパ

スについては、事務局内でのプロジェクト検討も進めながら「新キャンパス環境整備検討部会」

を設置し、建築に係る準備を進めています。 
(2) 大規模修繕事業の実施 

○中期計画環境整備事業の検討の中で、既設施設の整備計画として検討を継続しています。緊急で

小規模な修繕は年度内に通常予算枠で対応しました。 
(3) 省エネ法の順守 

○省エネの推進体制を中心に実行計画に基づく取り組みを推進し、エネルギー使用量を前年度比

2％削減の目標を達成しました。夏季の節電・クールビズに加え、冬季の節電・ウォームビズに

も取り組みました。特定事業者としての所轄部署への届出や報告も遅滞なく実施しました。 
 
9) 管理・運営 
＜業務改革＞ 

(1) 法人マネジメントシステムの確立 
○各種会議において、サイクルの進め方と定着のための考え方を提案し、確認されました。 
○予定どおり平成 24(2012)年度学園事業計画が策定され、平成 23(2011)年度事業評価が進行して

います。 
○本格実施にあたっては、役職における領域や権限等の整備が必要であり、平成 25(2013)年度に向

け、諸条件の整備を図ります。 
(2) 内部監査の定着 

○3 事業についての監査を終了し、監査報告書を作成しました。他 2 事業は事前調査を終え、4 月

に聴取を実施する予定です。完了後、全体報告を行います。 
○初年度の実行結果を踏まえ、監査手法および計画に係る課題を分析し、次年度計画で対策を行い

ます。特に指摘事項のフォローアップなど、年度を越えた監査の仕組みを整備します。 
(3) 事務局改革の検討 

○経緯や現状の分析によって、学園内外の変化を踏まえた今日的な事務局建設の取り組みが必要で
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あることが明らかとなり、目指すべき方向性と施策の検討を行いました。 
○中期計画への、より具体的な対応も求められており、施策見直しの上で、早期に議論を開始しま

す。 
(4) 業務委託・派遣業務の見直し 

○各委託業務の現状、情報化事業による改善の分析と可視化をひととおり終え、それぞれのサービ

スレベル、専任職員との連携方法、業務点検の手法が不統一であることが判明しています。引き

続きコストに影響する業務要素を中心に整理を進め、改革案をまとめます。 
 

＜人事政策＞ 
(1) 人件費政策の策定 

○平成 23(2011)年度予算を基準とした平成 30(2018)年度までの人件費支出計画(予測)を作成し、全

体の財政シミュレーションに反映したことにより、第 1 次的な目的は達成しました。 
○次年度には平成 24(2012)年度以降に想定される中期計画関連事業を踏まえて、抑制策を含みこん

だ人件費支出計画の見直しを行います。 
(2) 人件費の当年度管理 

○人件費支出の処理工程における現状課題の洗い出しに取り組みましたが、完了には至りませんで

した。次年度実務レベルの取り組みを進め、具体的な改善策の実施に取り組みます。 
(3) 職員人事制度の総括 

○事務局（事務部局長会・事務幹部会）において、現行制度の総括および今後の改善・改革方針と 
次年度以降の取り組みの枠組みを決定し、次年度はその具体化を図り計画の実行に取り組みます。 

(4) 健康管理の推進 
○事務局において、長時間労働抑制に向けた具体的な取り組み内容および方法を確定し、今年度後

半期より取り組みを開始しました。次年度はその取り組みの進捗状況を分析し、課題を整理の上、

より実効的かつ有効な諸施策の実施に取り組みます。 
 
＜危機管理＞ 

(1) 危機管理対応能力の向上 
○東日本大震災の甚大な被害等を踏まえ、地元自治体と連携した地域全体の防災・減災の取り組み

の重要性に鑑み、6 月に美浜町と共同で「地域防災力強化検討プロジェクト」を設置しました。

防災学習会、ハザードマップの作成、安全の日での共同訓練等を行うとともに、10 月 20 日に防

災協力協定を締結しました。 
○美浜町との防災事業推進協議会において、美浜キャンパスの 2 次避難所 

への格上げが決定しました。あわせて平成 24(2012)年度事業として、前年度に引き続いての学習

会の開催や防災訓練の実施、避難所運営マニュアルの整備や備蓄防災資機材の整備・拡充の課題

等が確認されました。 
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５．専門学校 
 

(1) 学生募集目標数値の達成を目指す 
○全学科においてオープンキャンパス参加者の増加等の拡大が見られましたが、入学者数は前年対

比微増にとどまりました。 
(2) 介護福祉士科｢実務者研修｣課程設置申請 

○「450 時間実務者研修課程」の設置申請の受付が開始されたことを踏まえ、事務局内検討プロジ 
ェクトで設置に向けた検討を開始しました。 

(3) 施設における新法対応の社会福祉実習指導資格者の確保 
○講習会未修了の指定実習施設に受講案内を行い、日本福祉大学主催の講習会に一定の参加者を確

保することができました。 
(4) 社会人入学者確保のための介護福祉士科｢資格｣教育の充実 

○介護・社会通信併修については社会福祉士現場実習を春休みに設定し、併修がスムーズに進行す 
るよう配慮しました。「認知症ライフパートナー」、「介護保険事務士」等国家資格以外の諸資格

の取得に実績と成果をあげました。 
(5) 介護福祉士科学募活動の強化 

○介護福祉士科は入試方法の変更を行い、AO 入試で前年水準の入学者を確保しました。全員特別

介護体験講座受講者であり、介護に意欲ある学生を受け入れることができました。一方、ボラン

ティア活動と連動した AO 入試受験者がいなかったことを踏まえ、今後、AO 入試の入口を、ボ

ランティア活動をはじめとして多様に示しながら受験者のモチベーションを重視した取り組み

を強める必要があります。 
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６．付属高校 
 

(1) 平成 24(2012)年度新入生 210 名確保（そのために知多半島重視の生徒募集活動強化） 
○高校政策会議小委員会で、現状分析、本年度の重点課題、個別課題の具体的な対応策を検討しま

した。 
○渉外活動を組織的に展開し、特に情報発信（新たなパンフレット作成、ホームページの充実）、

公開見学会の運営改善、同窓会と PTA 会員向け生徒募集広報などを展開し、公開見学会参加者

数、第 1 志望生徒の集約数、ホームページアクセス数の各増加など前進をみました。また公開見

学会で保護者講座を定例化し好評を得ました。 
○新たに知多半島すべての中学校に全教員による訪問活動を展開しました。 
○地元中学校との交流では、中学校での学校説明会への参加機会増加、本校生徒募集活動について 
の意見交換は深まりました。中学校でも“相談できる学校”として本校への信頼度は向上してい

ます。 
○推薦入学者数は 134 名（対前年比 123％）、一般入試入学者数は 55 名（対前年比 125％）で合計 

189 名（対前年比 124％）の結果となりました。 
(2) ｢どの子も伸ばす」教育の具体化（特に 1 年生入学時から学年進行に合わせた基本 5 教科の学力

向上） 
○本年度も重点課題として中退防止を掲げました。中退率は引き続き低くなっていますが、生活・

学習面の問題を抱えた不登校事例も含まれており、一層きめ細かな指導が求められています。 
○根本的見直しを行った新単位認定内規実施 1 年目でした。まだ改定の目的 
である授業の質の向上や学力の底上げにつながるものとはなっていません。 

○初めて実施した進路検討会は内容の不十分さは残すものの本校進路指導には良いステップとな

りました。初めて実施した進路別保護者会には多くの参加があり、好評でした。 
○中学校の関心事となっている「入学後の成長」「卒業後の進路への関心」に応えるための実践も

始まっています。昨年度の名古屋大学に続き本年度は早稲田大学、青山学院大学などの難関私大

への合格を実現しました。 
(3) 青年期一貫教育の実践的取り組み事例の視覚媒体の発行 

 
○付属推薦制度の基準改定、大学学部教員と付属高校教員の情報交換の必要性が確認され、具体的

な協議テーマも明らかにされました。新年度早々協議の場を設定する予定です。 
○部活動へのサポートという面では、卓球・テニス・吹奏楽などで前進があり、特に卓球では対外

試合の成績向上につながっています。 
(4) 部活動活性化にむけた体制強化と実績向上 

○部活動の参加率は向上し、対外試合や発表で表彰を受ける場面が増加しています。特に昨秋 3 つ

の部の 3 名の生徒が東海大会に出場でき、活性化の刺激となりました。中学生の高校に対する強

い興味の一つは部活動にあるので、今年度は部活動紹介のパンフレットを新たに発行し、配布し

ました。 
○野球、和太鼓、陸上の 3 つの部を指定して入学金給付奨学金制度を導入し、数名の入学者を迎え

ました。 
(5) 地域からの信頼を受けるために開かれた学校づくり 

○地域において和太鼓部の活動は認知度が一層向上しています。中学校の学校祭や周年記念行事な

どでの公演回数が増加し、付属高校と地域の連携強化に大きく貢献しました。 
○PTA など主催の合同講演会への参加、学校祭や学校行事への地元自治会・中学校関係者の出席等、

この 1 年間で地域連携は着実に前進しています。 
(6) 情報処理設備の整備・教育改革の推進 

○リプレイスによって、最新の教材・副教材が使用できるようになりました。 
○パソコン検定を本年度は 4 回（昨年 3 回）実施しました。合格率が 50%に向上（平成 23(2011)
年度は 30%）、合格者の内準 2 級合格者が 3 名（平成 23(2011)年度は 1 名、他の合格者は 3 級）

となり、生徒の情報スキルの向上もみられます。 
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Ⅲ．財務の概要 
 
１．平成２３年度の経営状況と財務の状況 

 
【特徴】 
 １）平成 23年度事業の特徴は【事業の概要】を参照してください。 

日本福祉大学特別給付奨学金事業、先導的研究開発事業、情報環境整備事業、中央

福祉専門学校隣地土地購入事業を実施しました。 

２）帰属収入が約 100 億円台に回復しました。 
３）中期計画事業に備え、第 2 号基本金 15 億円を組入れました。 
４）計画的経費削減、増収計画を実施しました。 
５）日本私立学校振興・共済事業団借入金の一部繰上償還を実施しました。 
 
 

【経営状況】（消費収支計算書より） 
経営状況を端的に表す指標は消費支出比率（消費支出／帰属収入）です。 
平成 23 年度決算の消費支出比率は 97.0％に回復し、昨年に引き続き 100%を下回る決

算となりました。 
（平成 22 年度 99.9％ 平成 21 年度 104.8％ 平成 20 年度 102.4％ ） 
当年度消費支出超過額は中期計画事業に備え、第 2 号基本金 15 億円を組入れたことに

より 13 億 3 千万円となりました。 
 

＜主な理由＞ 
○ 収入要因 

学納金収入の増加 （対前年）  主に大学通学課程入学者の増加によるものです。 
事業収入の増加  （対前年）   主に受託事業収入の増加によるものです。 

○ 支出要因 
人件費支出の減少 （対前年） 主に総人件費圧縮によるものです。 
管理経費支出の減少（対前年） 主に経費削減計画によるものです。 

 
 

【財務状況】（貸借対照表より） 
平成 23 年度末の財務状況を表しています。 

 
 ＜総資産＞ 
  総資産は 1 億 8 千万円の減少となりました。 

「有形固定資産」は約 4 億 5 千万円減少（減価償却額 6.7 億円）し、「流動資産」は 11
億 5 千万円減少しました。「その他の固定資産」は 13 億 8 千万円増加（将来計画施設

整備引当特定資産 15 億円）しました。 
 
長短期の借入金は約 1 億 9 千万円減少、前受金は約 2 億円の減少となり負債全体では 4
億 8 千万円減少しています。 
 

 ＜総負債比率＞ 
 総負債比率は 10.3％（前年度 11.6％）となりました。全国平均値 12.1％（平成 22
年度）を下回っています。 
 

＜実質流動資産比率＞ 
   実質流動資産比率＝（積立金＋有価証券＋現預金－長短借入金）÷帰属収入 
   実質流動資産比率は、重要な経営比率として運用しています。短期的な支払い能力

ではなく、中長期的な経営能力や経営の安定（資金蓄積）を示すものです。本学園は

この比率が相対的に低く、経営改善課題としています。 
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（本学園はこれまで全国平均値 1.5 倍程度を財務上の指標としてきました。直近の全国

平均値は平成 22 年度 1.72 倍に増加しています。） 
 
   本学の平成 23 年度決算では 1.46 倍（平成 22 年度 1.43 平成 21 年度 1.39 平成 20 年

度 1.33、平成 19 年度 1.29、平成 18 年度 1.36）となりました。 
 
 
【資金収支計算書】 

    1 年間の資金の動きを表しています。事業規模が総額 164 億円に増加しました。 
資金収支計算書は本学園収入以外に預り金や特定資産からの繰り入れ収入などが含まれ

ています。 
次年度繰越支払資金が前年度から 11 億 5 千万円減少しましたが、これは中期計画事業

に備えて「将来計画施設整備引当特定資産」へ 15 億円を繰入れた影響です。 
資金の動きは『３．平成２３年度「キャッシュフロー」計算書』において構造化して

います。 
 

 ＜特徴点＞ 
○ 借入金による財源調達は行っていません。 
○ 借入金等返済支出において約 4 千 4 百万円繰上げ返済を行いました。 

 

23



24



25



26



３．平成２３年度「キャッシュフロー」計算書

１．教育研究活動によるキャッシュフロー
（単位 千円）

科 目 平 成 23 年 度

(収入の部)
学生生徒 等納 付金 収入 7,858,532
手 数 料 収 入 169,026
寄 付 金 収 入
補 助 金 収 入 1,129,318
資 産 運 用 収 入 164,974
事 業 収 入 328,762
雑 収 入 259,407
前 受 金 収 入 1,433,745
前 期 末 前 受 金 △ 1,637,010
小 計 ① 9,706,754

(支出の部)
人 件 費 支 出 4,907,091
教 育 研 究 経 費 支 出 3,150,558
管 理 経 費 支 出 1,024,366
借 入 金 等 利 息 支 出 3,208
小 計 ② 9,085,223

教育研究活動による正味ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ①ー② 621,531

2．施設等整備活動によるキャッシュフロー
（収入の部）

寄 付 金 収 入 75,426
その他国 庫補 助金 収入 4,480
前 期 末 未 収 入 金 収 入 341,970
期 末 未 収 入 金 △ 320,915
小 計 ③ 100,961

（支出の部）
施 設 関 係 支 出 70,280
設 備 関 係 支 出 192,990
前期末未 払金 支払 支出 83,470
期 末 未 払 金 △ 87,842
前 払 金 支 払 支 出 57,324
前 期 末 前 払 い 金 △ 64,764
小 計 ④ 251,458

施設等整備活動による正味ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ③ー④ △ 150,497

事業正味キャッシュフロー（1+２） 471,034

３．財務活動によるキャッシュフロー
（収入の部）

そ の 他 収 入 156,218
長 期 借 入 金 収 入 0

小 計 ⑤ 156,218
（支出の部）

借 入 金 等 返 済 支 出 192,293
資 産 運 用 支 出 1,577,862
そ の 他 の 支 出 8,420
小 計 ⑥ 1,778,575

財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ⑤-⑥ △ 1,622,357

繰越支払資金の増加額　A（1+2+3） △ 1,151,323

前年度繰越支払資金　B 6,521,806
次年度繰越支払資金（A+B） 5,370,483

○ 「キャッシュフロー計算書」の見方

　平成２３年度の「キャッシュフロー計算書」は日本私立学校振興・共済
事業団が学校法人の経営判断指標として利用したモデルを基に作成
しています。

　資金収支計算書の金額は実際のキャッシュの動きとは一致しないた
め、前受金等の調整勘定を加減してキャッシュベースに直します。
　資金収支計算書には、経常的なものと臨時的なもの（資産売却等）、
収益的支出（経費的なもの）と資本的支出（施設設備等）、帰属収入に
なるものとならないもの（借入金）が一緒に並べられており、活動目的
ごとの区分がありません。そこで資金収支計算書を「教育研究活動」・
「施設等整備活動」・「財務活動」の３つに区分し、最終的に現預金の
増減（次年度繰越支払資金）をみます。

　資金の流れとして、教育研究活動という学校経営の基本事業から
キャッシュをどの程度得たか、生まれたキャッシュは施設設備（図書を
含む）にどの程度使われたか、その残額（これを通常フリーキャッシュフ
ローという）は借入金などの財務活動にどの様に使われたか、賄われ
たのかを見ることが出来ます。

○　平成23年度の計算書から
１．教育研究活動から６億２千万円のキャッシュフロー（以下ＣＦ）が得
られました。

２．施設設備の改善充実に２億６千万円を支出しました。
この資金として教育研究活動からのＣＦと財務活動ＣＦの引当資産（そ
の他固定資産）ならびに現預金を当てています。

３．財務活動では、借入金の繰り上げ償還を含めて約１億９千万円返
済しました。また、中期計画事業に備え資産運用支出により将来計画
施設整備引当特定資産に１５億円繰入れました。この結果、繰越支払
資金は前年度より１１億５千万円減少しています。
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【資料編(各学校の事業概要データ)】 

 

Ⅰ．日本福祉大学 
 

１．平成２３年度修了・卒業判定結果について 

 

(1)-1 大学院（博士課程）：学位取得修了者・満期退学者 （単位：人） 

研究科・専攻 学位取得修了 満期退学※1 留年※1 合計 

社会福祉学研究科 社会福祉学専攻 3 2 3(3) 8 

国際社会開発研究科 国際社会開発専攻(通信教育) 1 2 4(2) 7 

情報・経営開発研究科 情報・経営開発研究科 0 0 2(2) 2 

福祉社会開発研究科 社会福祉学専攻 1 0 4(2) 5 

〃      福祉経営専攻 1 0 1(0) 2 

〃      国際社会開発専攻(通信教育) 2 0 5(1) 7 

合  計 8 4 19(10) 31 

※1：（ ）括弧内の数字は、休学者の内数。 例：３（３）…留年者 3名中 3名が休学中。 

 

 (1)-2 大学院：課程を経ない者への学位授与（論文博士）          （単位：人） 

研究科・学位名称 申請者 学位取得者 
福祉社会開発研究科 博士（社会福祉学） 2 2 

 

(2) 大学院（修士課程）：修了者    （単位：人） 

研究科・専攻 学位取得修了 留年※1 合計 

社会福祉学研究科 社会福祉学専攻 4 3(1) 7 

〃    社会福祉学専攻(通信教育) 28 14(2) 42 

〃    心理臨床専攻 9 2(0) 11 

〃    福祉マネジメント専攻 1 1(0) 2 

医療・福祉マネジメント研究科 医療・福祉マネジメント専攻 17 12(7) 29 

国際社会開発研究科 国際社会開発専攻 17 25(4) 42 

合  計 76 57(14) 133 

※1：（ ）括弧内の数字は、休学者の内数。 例：３（１）…留年者 3名中 1名が休学中。 
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(3) 大学：卒業者( )内の数字は前期卒業者数（内数）         （単位：人） 

学部・学科 卒業 卒業延期 留年 合計 
社会福祉学部社会福祉学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 267(5) 0 18 285 

社会福祉学部社会福祉学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 107(2) 0 5 112 

社会福祉学部保健福祉学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 140(1) 0 14 154 

社会福祉学部保健福祉学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 8(2) 0 3 11 

社会福祉学部心理臨床学科 14(4) 0 4 18 

経済学部経済学科 104(3) 3 21 128 

福祉経営学部医療・福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 99(2) 0 11 110 

福祉経営学部医療・福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 6 0 0 6 

福祉経営学部国際福祉開発学科 1 0 0 1 

健康科学部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科理学療法学専攻 26 0 0 26 

健康科学部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科作業療法学専攻 34 0 0 34 

健康科学部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科介護学専攻 25 0 0 25 

健康科学部福祉工学科健康情報専攻 9 0 0 9 

健康科学部福祉工学科ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 27 0 0 27 

子ども発達学部子ども発達学科保育専修 74 0 6 80 

子ども発達学部子ども発達学科初等教育専修 68 0 6 74 

子ども発達学部心理臨床学科 113 1 9 123 

国際福祉開発学部国際福祉開発学科 38 1 4 43 

情報社会科学部人間福祉情報学科 7(1) 0 3 10 

情報社会科学部生活環境情報学科 8 0 1 9 

通学課程合計 1175(20) 5 105 1285 

福祉経営学部(通信教育) 1606 665※ － 2266 

合  計 2781 670 105 3551 

  ※満了延期者 4名を含む。 

 

(4)大学：資格取得者（前期卒業者を含む、卒業延期者は除く）           （単位：人） 

社会福祉士 1431(951) 保育士 72 

精神保健福祉士 128(108) 幼稚園教諭 94 

理学療法士 26 社会教育主事 13 

作業療法士 34 社会福祉主事 2593(1599) 

介護福祉士 25 児童指導員 256 

二級建築士 6 福祉レクリエーションワーカー 47 

小学校教諭 58 認定心理士 83 

中学教諭 52 スクールソーシャルワーカー 4 

高等学校教諭 72 社会調査士 13 

特別支援学校教諭 105 スポーツプログラマー 16 

 アシスタントマネジャー 18 

※( )内の数字は通信教育部人数（ 内数）  

※社会福祉士、精神保健福祉士、理学療法士、作業療法士、二級建築士は国家試験受験資格、社会教育主事、社会福祉主事、 

児童指導員は任用資格、福祉レクリエーションワーカー、スポーツプログラマー、アシスタントマネジャーは受験資格。 
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２．平成２３年度就職結果について（平成２４年４月３０日確定） 
  

【大学全体の就職決定率】 

①対卒業生の就職決定率   ： 84.2％  （昨年度最終実績 86.4％） 

②対就職希望者の就職決定率 ： 96.9％  （昨年度最終実績 97.8％）  

・平成 23 年度最終結果において、卒業生に対する就職決定率、就職希望者に対する就職決定率は、

昨年度対比ではほぼ同水準となり、目標値であった対就職希望者の就職決定率 90%以上を達成した。 

 

【分野別の詳細】 

①企業分野の就職決定者数         ：363人 （昨年度最終実績 459人） 

②福祉･医療分野の就職決定者数       ：483人 （昨年度最終実績 422人） 

③公務員(保育士等含む)就職決定者数   ： 51人 （昨年度最終実績  54 人） 

④教員職(常勤講師等含む)就職決定者数 : 92人 （昨年度最終実績  41 人） 

        ・企業分野の就職決定状況は、厳しい雇用条件等の影響により大幅に減少した。 

    ・福祉･医療分野の就職決定状況は、安定した求人状況もあり昨年度を上回る実績となった。 

    ・公務員の就職決定状況は、昨年度を下回っているが、公務員試験の合格者数 57名は昨年実績 51名

を上回った。 

    ・教員職の就職決定状況は、16名の各教育委員会採用合格（中高教職 7名、初等教職 9名）を含む実

績となった。 

    

 

＜主な就職先＞ 

(福祉･医療)  

社会福祉協議会（一宮市、扶桑町、福井県おおい町、長野県飯綱町）、日本老人福祉財団、天竜厚生会、 

聖隷福祉事業団、愛知慈恵会、サンライフ、昭徳会、青山里会、同胞援護会、愛生福祉会、愛光園、 

  愛知県厚生事業団、薫風会、知多学園、厚生連病院（愛知県、長野県）、刈谷豊田総合病院、八事病院、 

独立行政法人国立病院機構、静岡県立病院機構、岐阜県総合医療センター、さくら総合病院、浜名病 

院、増子記念病院、名古屋大学医学部附属病院、桔梗ヶ原病院、名古屋掖済会病院、静岡済生会総合 

病院、偕行会リハビリテーション病院、善常会リハビリテーション病院 等 

(官公庁)  

  法務省、海上保安庁、愛知県、名古屋市、一宮市、刈谷市、豊田市、西尾市、安城市、あま市、岐阜 

市、本巣市、 富山市、魚津市、飯田市、茅ヶ崎市、姫路市、天理市、高松市、阿久比町、上松町、阿 

智村、市川三郷町、静岡県警察本部、津市消防本部、教育委員会（愛知県、名古屋市、三重県、岐阜 

県、静岡県、長野県、和歌山県、神奈川県、埼玉県、千葉県、新潟県、滋賀県、大阪府、横浜市） 等 

 

(企業)  

  東京海上日動火災保険、パナソニック電工、ＬＩＸＩＬ、アイシンＡＷ、名鉄百貨店、ニチイ学館、 

  ＪＳＲ、ＮＴＮ、エス・バイ・エル、アーネストワン、あさひ、くらコーポレーション、セディナ、 

  サカイ引越センター、サンヨーハウジング名古屋、バロー、ファーストリテイリング、三菱重工業、 

  光通信、新日本製鐵、青山商事、積水ハウス、出光興産、大同特殊鋼、東洋、協和医科器械、第一 

カッター興業、知多信金、中日信金、掛川信金、磐田信金、浜松信金、各地域ＪＡ 等 
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卒業生全体                     （単位：人） 

学部 学科・専修・専攻 卒業生数 
就職 

希望者数 
就職 

決定者数 
就職決定率 

(卒業生対比) 
就職決定率 

(就職希望者比) 

社会福祉学部 

社会福祉 374 336 329 88.0% 97.9% 

保健福祉 148 130 124 83.8% 95.4% 

心理臨床 14 10 8 57.2% 80.0% 

学部計 536 476 461 86.0% 96.9% 

経済学部 経済 104 82 78 75.0% 95.1% 

福祉経営学部 
医療･福祉マネジメント 105 92 87 82.9% 94.6% 

国際福祉開発マネジメント 1 1 0 0% 0% 

学部計 106 93 87 82.1% 93.6% 

健康科学部 

リハビリテーション・理学 26 25 24 92.3% 96.0% 

リハビリテーション・作業 34 34 34 100% 100% 

リハビリテーション・介護 25 25 25 100% 100% 

福祉工・健康情報 9 8 8 88.9% 100% 

福祉工・バリアフリー 27 24 24 88.9% 100% 

学部計 121 116 115 95.1% 99.1% 

子ども発達学部 

子ども発達・保育 74 72 70 94.6% 97.2% 

子ども発達・初等 68 59 59 86.8% 100% 

心理臨床 113 79 76 67.3% 96.2% 

学部計 255 210 205 80.4% 97.6% 

国際福祉開発学部 国際福祉開発 38 32 31 81.6% 96.9% 

情報社会科学部 
人間福祉情報 7 5 5 71.4% 100% 

生活環境情報 8 7 7 87.5% 100% 

学部計 15 12 12 80.0% 100% 

合    計 1,175 1,021 989 84.2% 96.9% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

34



３．平成２３年度国家試験結果について 

  (1) 第２４回社会福祉士国家試験結果について 

※通学課程は、在校生・卒業生あわせて受験総数 1,037名、合格者 269名、合格率 25.9％ 

 受験者 10人以上の大学のうち、合格率では 87位（昨年 63位） 

  ※通信課程は、在校生・卒業生あわせて受験総数 1,458名、合格者 676名、合格率 46.4％ 

   受験者 10人以上の大学のうち、合格率では 34位（昨年 36位） 

 

   (2)第１４回精神保健福祉士国家試験結果について                 （単位：人） 

※通学課程は、在校生・卒業生あわせて受験総数 39名、合格者 18名、合格率 46.2％ 

 受験者 10人以上の大学のうち、合格率では 72位（昨年 58位） 

  ※通信課程は、在校生・卒業生あわせて受験総数 150名、合格者 101名、合格率 67.3％ 

   受験者 10人以上の大学のうち、合格率では 27位（昨年 38位） 

 

 

 

 

区  分 
学部学科等 

第 24回（平成 23年度） 第 23回（平成 22年度） 
受験者
(人) 

合格者
(人) 

合格率
(%) 

受験者
(人) 

合格者
(人) 

合格率
(%) 

社会福祉学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 204 97 47.5 224 126 56.3 
社会福祉学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 81 26 32.1 58 21 36.2 
保健福祉学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ）  114 43 37.7 107 64 59.8 

保健福祉学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 3 1 33.3 50 19 38.0 
心理臨床学科 * * * 62 26 41.9 
福祉経営学部（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 21 7 33.3 20 7 35.0 
福祉経営学部（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） 1 0 0 7 2 28.6 
健康科学部 26 8 30.8 * * * 
国際福祉開発学部 7 1 14.3 * * * 

通学課程（在校生）合計 457 183 40.0 528 265 50.2 

通学課程（卒業生）合計 580 86 14.8 559 111 19.9 

通信教育部（在校生） 840 494 58.8 732 410 56.0 
通信教育部（卒業生） 618 182 29.4 582 184 31.6 

総 合 計 2,495 945 37.9 2,401 970 40.4 

全国の結果 42,882 11,282 26.3 43,568 12,255 28.1 

区  分 
学部学科等 

第 14回（平成 23年度） 第 13回（平成 22年度） 
受験者
(人) 

合格者
(人) 

合格率
(%) 

受験者
(人) 

合格者
(人) 

合格率
(%) 

保健福祉学科（ﾃﾞｲﾀｲﾑ） 20 16 80.0 19 15 78.9 
保健福祉学科（ｱﾌﾀﾇｰﾝ） * * * 9 5 55.6 

通学課程（在校生）合計 20 16 80.0 28 20 71.4 

通学課程（卒業生）合計 19 2 10.5 15 2 13.3 

通信教育部（在校生） 105 82 78.1 115 81 70.4 
通信教育部（卒業生） 45 19 42.2 37 15 40.5 

総 合 計 189 119 63.0 195 118 60.5 

全国の結果 7,770 4,865 62.6 7,232 4,219 58.3 
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４．平成２４年度入学試験結果について 

 
(1) 大学院入学試験                                 （単位：人） 

福祉社会開発研究科 募集定員 
志 願 者 数 合 格 者 数 

平成 24年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 23年度 

社会福祉学専攻 博士課程 4 5 3 3 2 
福祉経営専攻 博士課程 2 2 5 2 5 
国際社会開発専攻 博士課程（通信） 4 3 3 3 1 

                                          

社会福祉学研究科 募集定員 
志 願 者 数 合 格 者 数 

平成 24年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 23年度 

社会福祉学専攻 修士課程 10 6 3 6 3 
社会福祉学専攻 修士課程（通信） 25 54 50 35 35 
心理臨床専攻 修士課程 10 35 28 12 12 

                                            

医療・福祉マネジメント研究科 募集定員 
志 願 者 数 合 格 者 数 

平成 24年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 23年度 

医療・福祉マネジメント専攻 修士課程 30 24 19 24 19 

 

国際社会開発研究科 募集定員 
志 願 者 数 合 格 者 数 

平成 24年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 23年度 

国際社会開発専攻 修士課程（通信） 25 19 21 19 21 

 
(2) 大学入学試験 

 
                                                    

 
            (単位：人） 

学部学科 定員 
平成 24年度 平成 23年度 

志願 受験 合格 志願 受験 合格 

社会福祉学部社会福祉学科 540 1,529 1,522 1,182 1,577 1,565 1,224 

経済学部経済学科 250 633 626 560 598 585 535 

健康科学部リハビリテーション学科理学療法学専攻 40 755 690 93 757 735 109 

健康科学部リハビリテーション学科作業療法学専攻 40 487 430 125 443 425 141 

健康科学部リハビリテーション学科介護学専攻 40 312 312 232 327 321 231 

健康科学部福祉工学科健康情報専攻  40 235 196 177 230 230 180 

健康科学部福祉工学科ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻  80 289 288 257 259 252 225 

子ども発達学部子ども発達学科保育専修 100 618 617 196 644 640 227 

子ども発達学部子ども発達学科初等教育専修 50 631 621 192 619 613 266 

子ども発達学部心理臨床学科  115 618 614 394 612 609 474 

国際福祉開発学部国際福祉開発学科  80 310 308 253 302 300 237 

合  計 1,375 6,417 6,224 3,661 6,365 6,272 3,846 

 
(3) 通信教育部入学試験【平成２４年５月１日現在】                  （単位：人） 

医療・福祉マネジメント学科 定員 
平成 24年度 平成 23年度 

志願 受験 合格 志願 受験 合格 

新入学生（正科生） 1,000 718 718 717 760 760 757 

編入学生（正科生） - 1,755 1,755 1743 1,779 1,779 1,766 

特修正（※） - 23 23 23 44 44 43 

科目等履修生（※） - 146 146 143 266 266 265 

合  計 1,000 2,642 2,642 2,626 2,849 2,849 2,831 

※平成 23年度は第 4期実績、平成 24年度は第 3期実績 
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Ⅱ．日本福祉大学中央福祉専門学校 
 

１．平成２３年度卒業・修了判定結果について 
（単位：人） 

学 科 卒業生数 卒業・修了不可 

介護福祉士科 55 9 

社会福祉士科 夜間課程 53 0 

社会福祉士科 通信課程 145 10 

言語聴覚士科 27 8 

合 計 280 27 

               

２．平成２３年度就職状況について（平成２４年５月９日確定） 
 
                                    （単位：人、（ ）内は％） 

 

３．平成２３年度(第２４回)社会福祉士国家試験結果について 
 

学 科 受験者(人) 合格者(人) 合格率(％) 

社会福祉士科 夜間課程 50 40 80.0 
社会福祉士科 通信課程 135 84 62.2 

合  計 185 124 67.0 
                             （全国合格率：２６．３％） 

 

  

就 職 先 

介護福祉士科 社会福祉士科（夜間） 言語聴覚士科 

  

平成 

23年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

22年度 

社
会
福
祉
事
業 

① 保護施設 - - - - - - 

② 老人福祉施設 21(38.2) 15（34.8） 9（16.9） 12（21.0） - 2(9.5) 

③ 身体障害者更生援護施設 - - - 3（5.2） - - 

④ 児童福祉施設 - - 1（1.9） 1（1.7） 2(7.4) - 

⑤ 知的障害者援護施設  3(7.0) 8（15.1） 5（8.7） - - 

⑥ 精神障害者社会復帰施設 - - - - - - 

⑦ 居宅介護事業 2(3.6) - 1（1.9） 1（1.7） - - 

⑧ 社会福祉協議会 - - 6（11.3） 4（7.0） - - 

⑨ 共同募金会 - - -  - - 

⑩ その他の社会福祉事業関係  4（9.3） 2（3.8） 4（7.0） - - 

公
務
員 

① 国 - - - - - - 

② 都道府県 - - 1（1.9） - - - 

③ 市（区）町村 - - 4（7.5） 2（3.5） 1(3.7) - 

そ
の
他 

① 有料老人ホーム - - - 2（3.5） - - 

② 医療関係 2(3.6) 1（2.3） 4（7.5） 7（12.2） 22(81.5) 16(76.2) 

③ 介護老人保健施設 15(27.3) 5（11.6） 1（1.9） 1（1.7） - 1(4.8) 

④ 福祉関係企業 - 2（4.6） -- 2（3.5） - - 

⑤ その他（一般企業等） 3(5.5) - 2（3.8） 2（3.5） - - 

⑥ 進学 7(12.7) 9（20.9） 3（5.7） - - - 

⑦ 未就職 5(9.1) 4（9.3） 11（20.8） 11（19.2） 2(7.4) 2(9.5) 

合   計 55 55 43 53 57 27 
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４．平成２３年度第１４回言語聴覚士国家試験結果について 
 

学 科 受験者(人) 合格者(人) 合格率(％) 

言語聴覚士科 27 25 92.6% 
                             （全国合格率：６２．３％） 

 

５．平成２４年度入学試験結果について 
（単位：人） 

学 科 志願者数 合格者数 入学者数 
介護福祉士科       ： 定員 100 88（86） 79（73）   71（68） 

社会福祉士科 夜間課程 ： 定員 80 72（58） 68（56）   60（51） 
言語聴覚士科       ： 定員 40 55（41） 44（38）   39（32） 

合 計 215（185） 191(167) 170(151) 
 

社会福祉士科 通信課程 ： 定員 300 128(127) 127(127) 121(122) 

＊( )は、昨年度結果 
＊介護福祉士科は、職業訓練生を含む。 
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Ⅲ．日本福祉大学付属高等学校 
 

１．平成２３年度卒業生の進路結果 
（単位：人） 

四年制大学 
内、日本福祉大学 

他の大学 

80(53%) 

56(37%) 

24(15%) 

短期大学 12(8%) 

専門学校 
 内、日本福祉大学中央福祉専門学校 

41(27%) 

1(1%) 

就職 12(8%) 

その他 6(4%) 

合  計 151 

                  ＊( )内は、構成比 
 
※参考：過去５年間の進路の推移                       （単位：人） 

 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

４年制大学 

内、日本福祉大学 

内、他大学 

99(54%) 93(59%) 117(63%) 91(57%) 80(53%) 

70(38%) 71(45%) 84(45%) 64(40%) 56(37%) 

29(16%) 22(14%) 33(18%) 27(17%) 24(15%) 

短   大 18(10%) 12( 8%) 16( 9%) 11( 7%) 12(8%) 

専門学校 

内、中央福祉専門学校 

42(23%) 26(16%) 38(20%) 34(21%) 41(27%) 

8(4%) 6( 4%) 4( 2%) 4( 3%) 1(1%) 

就   職 13(7%) 22(14%) 7( 4%) 17(11%) 12(8%) 

そ の 他 11(6%) 6( 4%) 9( 5%) 7( 4%) 6(4%) 

合   計 183 159 187 160 151 

                                  ＊( )内は、構成比 

 

２．平成２４年度入学試験結果 
（単位：人） 

 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 
推薦入試 134 134 134 134 
一般入試 1084 1083 1052 55 

合  計 1218 1217 1186 189 

 
※参考：過去５年間の受験者・入学者数推移                   （単位：人） 

 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

推薦入試 121 125 138 109 134 
一般入試 57 46 38 44 55 

合  計 178 171 176 153 189 

一般受験者数 1,153 943 1,133 1,071 1,085 
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